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（法人版）事業承継税制とは

事業承継税制には、「特例措置」と「一般措置」があります。

「特例措置」とは、デメリットもありますが、贈与税や相続税の「納税猶予」や「免除」
の可能性が高いもの。

「一般措置」とは、要件が厳しく、「納税猶予」や「免除」の可能性が低いもの。

贈与税や相続税を「納税猶予」したり「免税」にするために、「特例措置」を適用しま
しょう。

（国税庁のＨＰより）

また、事業承継税制の「手続き」は大きく分けて２種類あります。

１．「贈与税」の納税猶予・免除の手続き
２．「相続税」の納税猶予・免除の手続き

←デメリット

←メリット
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会社の経営者や後継者にとって、事業承継のときにかかる税金は悩ましいものです。

ですが、事業承継税制をうまく活用することで、税金の支払いを先延ばしにしたり免税に
することができます。
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ＳＴＥＰ１ 現状の把握（事業承継税制の活用を検討する）

自社株式の「株価の算定」
⇩

自社株式の「株価対策」
⇩

贈与税の試算
（贈与税の納税猶予・免除額の把握）

⇩
事業承継税制の活用をするか否かの検討 ⇨ 「活用しない」

⇩ 「活用する」

事業承継税制の活用フローチャート

ＳＴＥＰ２ 「初回」の申請手続き

①「都道府県」への申請手続き
「特例承継計画」の作成と「確認申請」

⇩
「贈与年月日」の決定

⇩
「認定申請」

⇩
②「税務署」への申請手続き
「贈与税の（納税猶予の）申告と担保提供」

⇩

2019/10/15
～2020/1/15
2019/10/15
～2020/1/15

2020/2/1
～2020/3/15
2020/2/1
～2020/3/15

Ｓ
Ｔ
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「都道府県」への「年次報告書」の作成と提出
（年１回・5年間で完了）

及び
「税務署」への「継続届出書」の作成と提出
（年１回・6年目以降は３年に１回））

⇩

ＳＴＥＰ３ 「継続」の申請手続き

2021/6/15
～2025/6/15
2021/6/15
～2025/6/15

2021/8/15
～2025/8/15
2028/8/15～

2021/8/15
～2025/8/15
2028/8/15～
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ＳＴＥＰ４ 「相続税への切替」申請手続き

贈与者（先代経営者等）の死亡
⇩

「都道府県」への「切替確認申請書」の作成
と提出

⇩
「税務署」への「免除届出書」の提出

⇩
「相続税」の納税猶予・免除の手続きへ

2019年中2019年中

１．「贈与税」の納税猶予・免除
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ＳＴＥＰ１ 現状の把握（事業承継税制の活用を検討する）

自社株式の「株価の算定」
⇩

自社株式の「株価対策」
⇩

相続税の試算
（相続税の納税猶予・免除額の把握）

⇩
事業承継税制の活用をするか否かの検討 ⇨ 「活用しない」

⇩ 「活用する」

事業承継税制の活用フローチャート

ＳＴＥＰ２ 「初回」の申請手続き

①「都道府県」への申請手続き
「特例承継計画」の作成と「確認申請」

⇩
相続の開始（先代経営者の「死亡」）

⇩
「認定申請」

⇩
②「税務署」への申請手続き
「相続税の（納税猶予の）申告と担保提供」

⇩

相続の開始後
5~8か月以内
相続の開始後
5~8か月以内

相続の開始後
10か月以内
相続の開始後
10か月以内

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３

「都道府県」への「年次報告書」の作成と提出
（年１回・5年間で完了）

及び
「税務署」への「継続届出書」の作成と提出
（年１回・6年目以降は３年に１回））

⇩

ＳＴＥＰ３ 「継続」の申請手続き

相続税の申告の
1年後の6/15~
相続税の申告の
1年後の6/15~

相続税の申告の
1年後の8/15~
相続税の申告の
1年後の8/15~

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
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ＳＴＥＰ４ 「最後」の手続き

後継者の死亡
⇩

「都道府県」への「随時報告書」の作成と提出
⇩

「税務署」への「免除届出書」の作成と提出
⇩

「相続税」の免除

2027年まで2027年まで

２－１．「相続税」の納税猶予・免除
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ＳＴＥＰ１ 現状の把握（事業承継税制の活用を検討する）

自社株式の「株価の算定」
⇩

自社株式の「株価対策」
⇩

相続税の試算
（相続税の納税猶予・免除額の把握）

⇩
事業承継税制の活用をするか否かの検討 ⇨ 「活用しない」

⇩ 「活用する」

事業承継税制の活用フローチャート

ＳＴＥＰ２ 「初回」の申請手続き

①「都道府県」への申請手続き
「特例承継計画」の作成と「確認申請」

⇩
相続の開始（先代経営者の「死亡」）

⇩
「認定申請」

⇩
②「税務署」への申請手続き
「相続税の（納税猶予の）申告と担保提供」

⇩

相続の開始後
5~8か月以内
相続の開始後
5~8か月以内

相続の開始後
10か月以内
相続の開始後
10か月以内

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３

「都道府県」への「年次報告書」の作成と提出
（年１回・5年間で完了）

及び
「税務署」への「継続届出書」の作成と提出
（年１回・6年目以降は３年に１回））

⇩

ＳＴＥＰ３ 「継続」の申請手続き

相続税の申告の
1年後の6/15~
相続税の申告の
1年後の6/15~

相続税の申告の
1年後の8/15~
相続税の申告の
1年後の8/15~

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
４

ＳＴＥＰ４ 「最後」の手続き

次の後継者（３代目）への自社株式の一括贈与
⇩

「都道府県」への「随時報告書」の作成と提出
⇩

「税務署」への「免除届出書」の作成と提出
⇩

「３代目」が「贈与税の納税猶予手続き」
⇩

「相続税」の免除

2027年まで2027年まで

２－２．「相続税」の納税猶予・免除
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